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持続可能な都市に関する一考察 :地域構造の視点から

Anoteonsustainablecities:Aspecificfocusonregionalstructure

山 下 潤

YAMASHITA′Jun

ABSTRACT

Thepresentnotereviewed somenotionsof"sustainablecities"or"eco-cities," while

mainlyfocuslngOnreglOnalstructureswhichisanelementoftheinternalsystemscaus-

1ngVariouskindsofenvironmentalissues.Thisnotealsomentionedthefollowlngmat-

ters:sustainabledevelopmentandagenda21,sustainableurbandevelopmentandlocal

agenda21,internalstructuresandsubsystems,andreglOnalstructureandcooprration.

Attheendofthisnote,theauthordrewsomeconcludingremarks,whilesuggestlngSOme

directionswhichsustainablecitiesmightfollow.

I.はじめに

1972年にストックホルムで開催された国連人間

環境会議の20周年記念事業として1992年にリオデ

ジャネイロで国連地球環境会議 (環境サミット)

が開催され,地球的な規模での環境問題-対応す

るためにリオ宣言が採択された.この会議の中心

テーマは ｢持続可能な発展 (sustainabledevel-

opment)｣であることは万民の認めるところで

あり,この最終目的を達成するための具体的な行

動計画としてアジェンダ21が採択された.このよ

うに環境に対する関心が世界的に高まるなかで,

開発国と途上国の双方で観察される急速なモータ

リゼーションと交通インフラの未整備によって生

じる交通渋滞による大気汚染や,都市部における

人口急増と下水処理施設や浄化槽等の未整備によ

る水質汚濁などの環境問題が都市部で多発 し,都

市部における環境保全と社会 ･経済活動の増進の

両立を求め,持続可能な都市 (sustainablecit-

ies)いわゆるエコシティ (eco-Cities)や都市の

持続可能な発展 (sustainableurbandevelop-

ment)に対する学術的 ･社会的な関心が高まっ

ている.

このことから本研究では,環境への負荷が著 し

く大きい都市域における持続可能性の方向性を示

し,加えて都市の持続可能な発展や都市部におけ

る環境問題に多大な影響を及ぼすと考えられる内

部システム (後述)のうち,地域構造の役割につ

いて展望することを目的とする.したがって次節

では,都市の持続可能な発展という概念の上位概

念となっている全地域レベルでの持続的な発展と,

その実行計画であるアジェンダ21について概観す

る.つぎにⅢ節では,全地域の部分地域である都

市レベルでの都市の持続可能な発展とローカル ･

アジェンダ21について論 じる.Ⅳ節では,アジェ

ンダ21やローカル･アジェンダ21で示された各種

の環境問題をもたらす要因である内部システムに

ついて述べ,Ⅴ節で内部システムを構成する構成

要素のうち地域構造と地域連携軸の概念について

論じる.最後にⅥ節で持続可能な都市に関して今

後の課題と若干の方向性を示す.

lI.持続可能な発展とアジェンダ21

持続可能な発展の定義に関して様々な見解がみ

られるが,最も広く受容されている定義はブルン

トラント委員会報告による定義と考えられる

(Mega,1996;Pezzoli,1997a,1997b;内藤 ･
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加藤,1998).この報告書によれば,持続可能な発

展は ｢将来の世代が自らの欲求を充足する能力を

損なうことなく,今日の世代の欲求を満たすよう

な発展｣と定義されている (環境と開発に関する

世界委員会,1987).しかし持続可能な発展とい

う概念はブルントラント委員会報告やその後の地

球環境会議以降で多用されるようになるが,その

概念はブルントラント委員会報告や地球環境会議

で初めて用いられた概念ではなく,18世紀からす

でに用いられていた.

このような持続可能な発展の定義に関する各種

の見解を大別すると次の3つに分類できる (森田

ら,1992).第 1は自然条件を重視した定義であ

り,環境容量 (carryingcapacity)による制約

や天然資源の保全などのように自然環境による制

約下でいかに人間活動を営むという点を強調して

いる.第2は世帯間の公平性に着目した定義であ

り,世帯間の資源 (効用)配分という経済的な公

正に力点がおかれている.第3はより高次な観点

からの定義であり,社会的な正義や生活の質の向

上が最終的な目的である.ただこのような分類は

各々,持続可能な発展の,(丑生態系の維持や環境

保全を第一義とする ｢環境 (生態学)的な側面｣,

②環境の永続的な利用を考慮しつつも,経済発展

を重視する ｢経済的な側面｣,(卦生活の質や生活

様式や文化的な価値に力点をおき,社会 ･文化シ

ステムの発展を重視する視点 ｢社会 (文化)的な

側面｣をとらえていると言い換えることもできる

(Maclaren,1996).後者の分類にしたがうなら

ば,ブルントラント委員会報告による持続可能な

発展の定義は第 1と第 2の側面,すなわち環境

(保全)と経済 (発展)の両立に焦点があてられ

ているといえる.一方プルントラント委員会報告

から5年後に開かれた地球環境会議では,環境破

壊をもたらす貧困の解消や劣悪な居住環境の改善

という途上国の意向をくみ取り,環境と経済とい

う2側面に加えて,後述するアジェンダ21におい

て第三の側面である ｢社会｣的な視点が加味され

ている.

持続可能な発展という最終目的を実現させるた

めの,より具体的な行動計画として,上述した持

続可能な発展の三側面を横断的に包括しつつ,也

球環境会議においてアジェンダ21が採択された

(海外環境協力センター,1993).ここで留意すべ

き点は,旧来からの持続可能な発展における環境

潤

と経済という側面を踏まえた上で,先述したよう

に,アジェンダ21では社会的な側面をも包括する

広範な内容を含んでいる点である.全40章からな

るアジェンダ21のなかでこの点を具体的に示すな

らば,旧来からの持続可能な発展という概念に含

まれる環境と経済の側面が第 Ⅰ部 (社会 ･経済的

側面)と第Ⅱ郡 (開発のための資源保全と管理)

で示される一方で,同じく第 Ⅰ部で貧困の撲滅

(§3),消費形態の変更 (§4),健康の保護と

増進 (§6),居住環境 (§7)といった社会 ･

文化的な側面が包括されている.このように ｢環

境 ･経済｣から｢環境 ･経済 ･社会｣-と持続可

能な発展という概念が拡張することで,社会 ･文

化的側面に着目した持続可能な発展に関する国連

主催の一連の国際会議 (いわゆるリオ･クラスター)

が開催されることになる (Pezzoli,1997a).そ

の例は1994年にカイロで開催された国連人口会議

(国連人口基金主催)であり,19%年にイスタン

ブールで開催された第2回国連人間居住会議 (い

わゆる都市サミットHABITAT Ⅱ,世界保健

機構が主催,Satterthwaite,1997)である.

川.都市の持続可能な発展とローカル･アジェン

ダ21

地球環境会議を境として持続可能な発展の概念

が確立され,この最終目的を具体化するためにア

ジェンダ21が策定されることと軌を一にして,環

境への負荷が大きい都市における持続可能な発展

すなわち都市の持続可能な発展の概念規定や,拷

続可能な都市像の解明が問題となった.この点は

"Thinkglobally,Actlocally"という視点か

ら国際環境自治体協議会 (ICLEI)の働きかけに

より,地方自治体による地球規模での環境保護 ･

保全への寄与の重要性がアジェンダ21の第28章に

おいて明示されたことに象徴されるとともに,都

市の持続可能な発展や持続可能な都市への関心が

高かったことの証左ともいえる.先述したように

持続可能な発展の概念に関して多様な見解がある

のと同じく,都市の持続可能な発展に関しても様々

な定義がみられるが,広範に受け入れられている

定義は次のものといえる.すなわち,｢都市の持

続可能な発展とは,コミュニティのすべての住民

に対して,基本的な環境的･社会的･経済的なサー

ビスが依拠している自然環境や社会システムの持
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続力を脅かすことなく,こららのサービスを提供

す る よ う な 発 展 を い う｣ (下 線 著 者 )

(InternationalCouncilforLocalEnviron-

mentallnitiatives,1994)1).

持続可能な発展の今日的な概念やアジェンダ21

と同様に都市の章節 珊巨な発展においても,環境･

経済 ･社会という3側面が強調されている点は注

目に値する (Campbell,1996).都市の持続可能

な発展における環境 ･経済 ･社会の3側面を具体

的に示すならば以下ようになる.すなわち(9生態

学的アプローチ :生態系の持続性 ･安定性を重視

する視点であり,具体的には天然資源 (水 大気

森林,食料など)やエネルギー等の地域内での自

給自足をめざす.②経済的アプローチ :経済 シ

ステムの持続性 ･安定性を重視する視点であり,

具体例には経済的に活力があり,環境と調和 し,

安定 した経済発展を遂げる都市の建設をめざす.

③社会的アプローチ :生活の質の向上を重視 した

視点であり,具体的には過疎過密といった問題を

生 じない,人口構造が安定 し,社会的不安である

犯罪 ･交通事故などがなく,疾病や子育てや老後

の生活に関して不安を抱かせないコミュニティの

形成をめざす2).

このように都市の持続可能な発展の3側面が共

通に認識されている一方で,持続可能な都市像に

関する見解は大きく異なる. Roseland(1997)

によれば,これらの見解を,都市の再開発事業な

どを通 じた,裏返 した都市中心部の経済的な活性

化を主眼とするような,都市の持続的な ｢発展

(development)｣を重視する環境デザイナーと,

環境容量を考慮 した地域生命主義 (bioregion-

alism)にもとづ くまちづ くり (Berget.a1.,

1989)や狭義のエコシティ建設 (レジスター,

1993)をめざす環境活動家を両極として,両極の

間に狭義の持続可能な都市の建設をめざす,環境

デザイナーよりの環境技術者 (practitioners)

と,パッシブソーラー-ウスや再生可能なェネル

ギーの利 用 な どの適 正 技 術 (appropriate

techiology)を用いた持続可能なコミュニティ

(sustainablecommunities)の創造をめざす,

環境活動家よりの環境思想家 (visionaries)と

いう4つに大別している.この分頬の両極に関 し

ては内藤 (1992)も同様の見解を示 し,各々テク

ノポリスとエコポリスが対置される.すなわち,

テクノポリスは,環境共生技術を含む技術革新に

よる都市をさし,日本における具体例として環境

庁による地球温暖化対策地域モデル推進事業,建

設省によるエコシティ計画,通商産業省によるエ

コタウン事業などがあげられる.一方,エコポリ

スは,環境容量をもとに環境的に自立 し (envi-

ronmentallyself-reliant),自然界の制約条件

を考慮 した小規模なコミュニティをさし,その具

体例としてアメリカのヴィレッジ･ホームズや地

域生命主義にもとづくまちづくりや,日本の一灯

園やヤマギシ会の集落などがあげられる3).

このように都市の持続可能な発展の3側面が指

摘されていたが,この最終目標を貝体化するのに

この3側面だけではあまりにも漠然としているこ

とから,アジェンダ21が策定されたと同様に,那

市の持続可能な発展の場合も実行計画として国際

環境自治体協議会の主導のもとでローカル･アジェ

ンダ21プロジェクトが展開され,主に都市部にお

ける各種のケーススタディーが先進国 ･途上国双

方の自治体で実施されている.これと並行 して各

国でも自治体 レベルの環境行動計画が策定されて

いるおり,日本の場合では平成9年 3月末現在で

すべての都道府県や政令指定都市において地域環

境計画 (ローカル ･アジェンダ)が策定されてい

る.ローカル ･アジェンダ21で扱われている内容

は各国で様々であり,力点を置く環境政策の重点

項目もまた多様である.例えば,国際環境自治体

連合の指針にもとづき策定された欧州連合のロー

カル ･アジェンダ21を先進国における例としてあ

げるならば,重点項目として①天然資源 ･エネル

ギー ･廃棄物,②社会 ･経済的発展,③アクセス

ビリティ,④空間計画,⑤都市再開発,⑥文化的

遺産 ･余暇活動 ･観 光 が あ げ られ て い る

(ExpertGroupontheUrbanEnvironment,

1996).各項目の内容を詳細に観察すると,先述

した都市の持続可能な発展の3側面が横断的に考

慮されていることがわかる.すなわち,(彰天然資

源 ･エネルギー ･廃棄物のうち1)天然資源では,

再生水や天水の利用や地域下水システムなど流域

ごとの水の自給自足に関する政策や,大気 ･土壌

汚染規制や,生物の多様性に関する施策などが取

り扱われ,2)ェネルギーでは,温暖化ガス削減

のため化石燃料から代替エネルギー-の移行や,

省エネや,コジェネを用いた地域熟冷暖房システ

ムなどのエネルギー効率の向上などがあげられ,

3)廃棄物では,廃棄物の再生 ･リサイクル政策
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や,域外への廃棄物の転出に関する規制などの内

容が盛りこまれている.②社会 ･経済的発展に怯

1)福祉では,児童 ･高齢者福祉サービスの充実

や,社会保障の向上など,2)保健 ･衛生では,

病院 ･診療所の整備や,地域の衛生状況の向上な

ど,3)住宅では,快適な住環境の整備や,オー

プンスペースの整備など,4)教育では,生態学

的 ･社会 ･経済的 ･文化的環境を含む広義の環境

に関する教育の普及など,5)地域経済では,エ

コビジネスの育成,エコマークなどが含まれる.

③アクセスビリティでは,環境インフラとしての

輸送システムの整備と温暖化ガス削減のため公共

交通機関の利用を高める政策に焦点があてられ,

具体例としてパーク･アンド･ライド制度の導入

路面電車や電気自動車などの温暖化ガスを直接的

に排出しない交通手段の利用や,環境税や炭素税

の導入や,公共交通機関共通券の配布などが検討

されている.④空間計画では,都市システムの整

備が中心課題であるが,後述する地域構造との関

連から詳細な内容は次節で述べる.⑤都市再開発

では,インフラの整備による社会 ･経済システム

の向上に主眼がおかれ, 1)社会的側面では,犯

罪の多発や老朽住宅の集積などのインナーシティ

の衰退地区で共通に見られる問題を解決するため

の手段としての都市再開発の必要性が,また2)

経済的側面では,インナーシティに旧来からある

(もしくはあった)中心地の経済的な活性化の必

要性が説かれている.⑥文化的遺産 ･余暇活動 ･

観光では, 1)文化遺産の保存 ･整備や, 2)余

暇活動や観光による環境へのダメージを軽減する

などの政策上の目的が設定されている4).

JV.内部システムと構成要素斡

前節で示した欧州連合における都市環境政策の

重点項目の多くが都市域の社会 ･経済システムを

表していることからもわかるように,地域の環境

問題と地域の社会 ･経済システムが密接に関係 し

ていることは明らかである.環境に多大な影響を

及ぼす国内のこのような社会経済構造を宮本

(1989)は中間システムと称 し,その構成要素と

して①資本形成,②産業構造,③地域構造,④交

通体系,⑤生活様式,⑥国家統治構造をあげてい

る.同様に早瀬 (1999)も,多国籍企業による国

境を越えた直接投資や工場の進出等のグローバ リ

潤

ゼ-ションによる影響等を,影響の及ぶ地域独自

では制御できない外的与件的な要因と対置する概

念として,このような国内の社会経済構造を内部

システムと称し,その構成要素として①産業構造

と地域構造,②交通 ･エネルギー体系,③生活様

式,④科学技術と教育,⑤国家の公的介入をあげ

ている.早瀬 (1999)によれば,途上国でみられ

る直接投資による経済活動の活発化に伴う産業公

害を中心とする環境問題に対 して,｢産業構造と

地域構造｣という視点から生活空間と産業立地の

適正配置という地域構造上の操作と,大気汚染 i

水質汚満等をもたらす工場から排出された汚染物

質に対して,｢国家の公的介入｣により汚染物質

の排出量を規制する法制度状の操作を通 じて,良

好な環境が保たれると考えられている.このよう

な国内の社会経済構造 (これ以降,内部システム

と称す)の構成要素に関する宮本と早瀬の見解で,

産業構造,地域構造,交通体系,生活様式,(法

制度を通 じた)国家の介入 (もしくは国家統治構

追)が共通してあげられている点は注目に値する.

両者は全体地域である国家の内部システムに焦点

を絞っているが,いま,コスモスである全体地域

としての国家とミクロコスモスである部分地域と

しての都市が同じ内部システムを有すると考える

ならば,全体地域に関する内部システムの概念を

部分地域である都市へ応用することも可能である.

したがって次節では,都市の文脈で内部システム

の機能lこついて焦点をあて,特に都市の持続可能

な発展と関係が深いと考えられる地域構造につい

て論じる.

V.地域構造と地域連携

全体地域において発生する環境問題の解明に地

域構造を理解することが重要であったように,那

市という部分地域で生じる環境問題を解明するに

は都市システム (urbansystem)について理解

する必要がある.一般に都市システムを(Dクリス

タラ-タイプと②地域連携軸 (regionalcoop-

erationaxes)タイプの2つに分類できる.す

なわち,最寄り品と買回り品の関係や,企業にお

ける本社一支店 ･支社一営業所や,研究開発部門

や管理部門と生産 ･販売部門の関係などの結合関

係の分析を通じて,低次の機能を有する低次中心

地と,より高次の機能を有する高次中心地の階層
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的な垂直的な結合関係により構成される都市シス

テムを前者は扱う (柿,1991).一方後者は,ク

リスタラータイプの垂直的な地域結合関係を基本

とし,これに水平的な地域的結合関係を加味して

いる点で特徴的である (国土庁,1998).

ここで地域連携軸タイプの都市システムに着目

するならば,このシステムの核心となる概念が地

域連携軸である.国土庁 (1998)によれば,異な

る資質を有する市町村等の地域が都道府県境を越

えるなどして広範にわたり機能的に連携すること

で形成された一連の軸状のまとまりを地域連携軸

として定義している.その具体例としては,空間

的なスケールの大きいものから順に,(9国土軸,

②補完国土軸,③基幹地域軸,④郊外連携軸,⑤

地方都市連携軸,⑥流域連携軸があげられる.①

国土軸は,札幌一仙台一東京一名古屋一京都 ･大

阪一広島一岡山一北九州 ･福岡という首都と地方

中枢都市の地域的な連携によって形成される第 1

国土軸や,日本海に沿って配置する地方中心都市

間の連携によって形成される日本海国土軸のよう

な日本全土を貫く地域連携軸をさす.②補完国土

軸は,国土軸を横断的につなぐ地域連携軸であり,

富山一高山一名古屋の連携がその例である.③基

幹地域軸は,複数の地方中枢 ･中核都市間を結ぶ

地域連携軸であり,仙台一山形一福島の連携が例

としてあげられる.④郊外連携軸は,仙台や広島

などの地方中枢都市から約 1時間圏内の市町村と

その周辺の市町村を結ぶ地域連携軸をいい,日常

生活圏とはぼ同等の空間を占める.⑤地方都市連

携軸は,県庁所在都市とその周辺の市町村間を結

ぶ地域連携軸である.最後に⑥流域連携軸は,一

都市とその滴養流域 (保水流域)からなる地域で

あり,1流域を基本単位として構造されている.

加えて上記以外の地域連携軸として,ニューヨー

クーロンドンー東京や福岡一釜山などの国際的な

地域連携軸が国土軸の上位に位置する ｢タイプ0｣
の地域連携軸として考えられる.

本論のテーマは都市の持続的な発展を模索する

ことにあるが,この際に流域連携軸の概念を応用

することは有用である.すなわち流棚 由と払

生態学的に持続可能な都市で示された流域ごとの

環境容量にもとづ く地域的な自立 (regional

self-reliance)を基本としていることから,先

述した生命地域主義にもとづく生命地域や農系の

適正技術にもとづくエコポリス (内藤,1992)な

どと同等の地域といえる.このような地域に対す

る考え方の根幹には,再利用可能な資源を利用し

つつ閉鎖系内で自立し,生態系の保全と経済発展

を両立させようという思想がある.これに対して,

エコポリスの対極に位置するテクノポリスは,那

市外部から様々な資源をもたらすことで生存でき

る開放系に依存する現代の都市に,高度な科学技

術を導入することで強引に環境保全と経済発展を

達成しようとしていると考えられる.したがって

都市の持続的な発展を最終日的とした場合,今日

的な都市のあり方ではこの最終目的を達成するこ

とは困難であるといえ,したがって流域ごとの環

境容量を考慮し,環境 ･経済 ･社会の各側面から

地域的に自立した流域地域をいかに見出すかが今

後の課題といえる.しかし基本的に都市は開放系

に基づいて生存していることから,都市の後背地

と一体となって1流域で生態学的に自立すること

が必要であろう6).さらに1流域地域に都市が備

えるべきすべての機能が存在すると考えることに

は無理があり,したがって1流域単位で都市の持

続可能な発展を達成することは現在のところ事実

上不可能といえ,複数の流域地域からなる広域的

な地域連携 (すなわち地域の広域化)が必要であ

ろう (環境庁,1990).

Vl.むすび

本論では都市の持続可能性と,この最終目的を

達成する際に多大な影響を及ぼすと考えられる内

部システムのうち地域構造について展望し,流域

連携軸の重要性を指摘した.ただ内部システムの

構成要素に関して研究者による見解はまちまちで

あり,この点を統一する必要がある.しかし ｢環

境問題｣対 ｢内部システム｣という文脈で論を展

閉じる場合に最大の問題点は,宮本 (1987)や早

瀬 (1999)によって環境問題と内部システムの関

係が理論的に示されているとはいえ,両者の因果

関係はブラックボックスのままであるという点で

あろう.したがって両者の関係をより深く解明し,

両者の因果関係を明示することが必要がある.

最後に本論を終えるにあたり,今後既存の都市

が持続可能な都市となるためにとるべき方向を若

干示す.都市の発達は,都市以外の地域からの物

資の流入が可能となったことに起因すると考えら

れる.すなわち,エネルギーの側面では,地域的
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な生産量に限界がある薪炭 ･水力 ･風力等の利用

から,地域外で生産される石炭 ･石油等の化石燃

料の都市への流動により大規模なェネルギー消費

が可能となり,結果として都市への人口集中がも

たらされた.また,社会 ･経済的な側面では,都

市域外で生産された農産物が流入することで,都

市域内での農産物生産量の限界から開放され,都

市への人口の集積をもたらすと同時に,農業従事

者の割合が低下し,非農業従事者の割合が増加す

ることによって,都市化現象が観察されることに

なる.このような変化は,農業を中心とした従来

の地域システムが閉鎖系 (closedsystem)で

あったのに対して,都市の出現によって地域シス

テムが開放系 (opensystem)へと移行したこ

とを意味する (SmitandNasr,1992).しかし,

本論で展開した都市における持続可能な発展にも

とづくならば,上述したような閉鎖系から開放系

への移行をさらに進め,今後の地域システムは開

放系から閉鎖系へ転換する必要があることといえ

る.ただ都市自体は開放系を基本的な特徴として

有するため,後背地としての農村地域と一体となっ

た地域システムを ｢閉鎖系｣を軸として形成する

必要がある.したがって都市の持続可能な発展と

いう視点から都市と農村の一体性を考える上で,

先述したように,今後地域連携の概念は有用とな

るであろう.ただ途上国のどのようなひなびた農

村の商店でもコカコーラが売られ,ソニーのテレ

ビやラジオから映像や音声が流れる現状を鑑みた

場合,外的与件であるグローバリゼーションの波

が世界の奥深くまで浸透していることは明らかで

あり,閉鎖系から開放系への急速な転換に逆行し,

上述したように内部システムを開放系から閉鎖系

への転換することは容易でなないことは明らかで

あろう.

九州大学大学院比較社会文化研究科を平成10年

度末に定年退官なされます本間義人先生にこの

小論を奉げます.

注

1) 原文は以下のとおりである.Sustainable

(urban)developmentisdevelopmentthat

deliversbasicenvironmental,socialand

economicservicesto allresidentsofa

潤

communltyWithoutthreatenlngtheviabil-

1tyOfthenatural,builtandsocialsystems

uponwhichthedeliveryoftheseservices

depends.なお,持続可能な都市の定義としては

以下のような見解が一般的であろう.すなわち,

AsustainablecitylSOneinwhichitspeo-

pleandbusinessescontinuouslyendeavour

toimprovetheirnatural,builtand cul-

turaleTWironTnentSatneighbourhoodand

reglOnallevels,whilstworking in ways

whichalwayssupportthegoalofglobal

sustainabledevelopment(括弧 ･斜体著者).

(HaughtonandHunter,1994)

2) 自治体が医療費を完全に負担して過疎に歯止

めをかけようとした例は,コミュニティの維持を

試みたという点で,一種の持続可能な都市づくり

といえるであろう.このような試みにもとづくま

ちづくりに関しては本間 (1994)に詳 しい.ただ

本間 (1996)が指摘するように,日本における社

会資本の整備が産業関連社会資本を重視したもの

であり,住宅 ･福祉のような生活関連社会資本の

整備を意味するものではない.したがって,今後

日本が都市の持続可能な発展という視点から都市

環境を整備するならば,生活関連社会資本の整備

が急がれることは明らかであろう.

3) 持続可能性の3側面のうち生態学的な側面か

ら持続可能な都市をこのように分頬できるが,礼

会的に持続可能な都市 (sociallysustainable

cities)として以下の2タイプが想定できる.す

なわち(彰犯罪 ･交通事故 ･火災 ･天災などの心配

がなく,住宅事情も良好で,医療 ･福祉が行き届

いたまち,特に,釣り鐘型の人口ピラミッドで象

徴される人口構造の安定性に着目するした場合,

フロリダのシーサイドで観察されるように,近隣

地区 (neighborhood)のコミュニケーションを

通じた地域的な結びつきを強調し,持続可能なコ

ミュニティの建設をめざす (川村 ･小門,1995).

一方,②犯罪が多発し,老朽住宅が集積する都市

中心部のインナーシティでは,コミュニティーが

崩壊する一方で,既存の経済的中心地 (商店街 ･

ショッピングセンター)の機能低下が観察される

ため,このような地域の減衰傾向に歯止めをかけ,

社会 (経済)的に持続可能な都市を形成するため,

ジェントリフィケーションをともなう都市再開発

が試みられている (成田,1987).
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4) これらの重点項目に基づき様々な実験的な試

みが欧州連合加盟各国で実施されている.例えば

｢天然資源,エネルギー,廃棄物｣の分野では,

コジェネレーションによるエネルギーの効率利用

に関する研究 (NijkampandPerrels,1994)

や水 ･廃棄物の循環的な利用に関す る研究

(HaughtonandHunter,1994)などがあり,

｢アクセスビリティ｣の分野では都市交通システ

ムの整備に関する研究 (Nijkampet.a1.,1997)

などがある.

5) 全地域 (全国土)と同様に,(持続可能な)

都市に関しても内部システムを本論で取り扱うが,

本論で扱う持続可能な都市の内部システムと,旧
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